
 

包括許可の手続等について
（お知らせ） 
 〔（平成17年２月28日）貿易経済協力局 安全保障貿

易審査課〕  

 

 包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注

意事項17第７号。以下「包括許可要領」という。）及び

包括許可について（平成17・02・23貿局第２号輸出注意

事項17第８号。以下「包括許可運用」という。）の申請

を行う際の申請書類の記載方法等については、平成17年

６月１日から下記のとおり取り扱うこととしましたので

お知らせします。 

    

１ 申請関係書類等の記載要領 

 

（１）一般包括輸出許可申請書・一般包括役務取引許 

  可申請書（包括許可要領 様式第１、同様式第２ 

  ） 

 ①「申請者記名押印又は署名」の欄 

  申請者が法人であるときは、記名押印又は署名 

 の欄には組織の代表者の記載も必要です。 

 ②「住所」の欄 

  申請者が法人であるときは、登記簿上の本店の  

 住所を記載してください。 

  

 （２）一般包括許可申請明細書（包括許可運用 様式 

   ａ）  

① 「事業内容」の欄 

  申請者の主要な事業の内容について、簡潔に記

載してください。 

② 「申請理由」の欄 

 新規の場合にあっては、申請理由を簡潔に記載

してください。 

 変更の場合にあっては、変更事項、変更理由並

びに変更を要する原許可証の番号、有効期限及び

発行通数を記載してください。 

 更新の場合にあっては、更新理由並びに更新す

る原許可証の番号、有効期限及び発行通数を記載

してください。 

③ 「分割を必要とする理由及び必要通数」の欄 

 「通関場所が複数（○○税関、△△税関・・） 

にわたるため、○通（分割○通）必要です。」等

簡潔に記載してください。 

    ④ 「提出書類確認表」の欄 

 申請に際し、一般包括許可申請明細書以外の提

出書類の名称及び通数をすべて記載してください。 

 また、１については、「輸出」と「役務取引」

のうち、該当しない方を取消線で消してください。 

⑤ 欄外 

 原許可証を発行した窓口と異なる窓口に対して

更新の申請を行うとき（包括許可運用Ⅰの３（２）

（ニ））は、一般包括許可申請明細書１ページ目

下部欄外に「原許可証発行窓口と異なる窓口に申

請」と付記してください。 

 経過措置の適用を受けて輸出管理社内規程を整

備することなく申請を行うとき（同附則第２項）

は、一般包括許可申請明細書１ページ目下部欄外

に「経過措置の適用を受けることを希望します」

と付記してください。 

    また、輸出管理社内規程の受理票をまだ受け取

っていないときについては、（４）によります。 

 （３）包括許可用輸出管理社内規程の提出について

（包括許可運用様式ｂ） 

①「作成日」の欄 

輸出管理社内規程として内部で決定された日を

記載してください。 

② 包括許可用輸出管理社内規程記載内容総括表 

（包括許可運用様式ｂの別紙） 

包括許可用輸出管理社内規程が複数の規程から

構成される場合や、単一の規程で構成される場

合に、要件に対応する規程の名称及び該当条項

をそれぞれ記載してください。 

（４）輸出管理社内規程を経済産業省貿易経済協力局

安全保障貿易検査官室（以下「安全保障貿易検査

官室」という。）に届け出ていて未だ輸出管理社

内規程の受理票（届け出た規程に対応する包括許

可運用Ⅰの１（２）（ハ）①又は②の受理票をい

う。）を受け取っていない者が、一般包括許可申

請明細書の欄外にその旨記載する際（包括許可運

用Ⅰの１（２）（ハ）によるもの）の記載要領提

出する一般包括許可申請明細書１ページ目の下部

欄外に「輸出管理社内規程は○年○月○日提出済

み」と書き加えてください。 



（５）包括許可用チェックリスト（包括許可要領様式

第７）又は企業概要・自己管理チェックリスト

（輸出管理社内規程の届出様式等について（輸出

注意事項17第９号・平成17・02・23貿局第６号。

以下「輸出管理社内規程について」という。）の

様式第３をいう。以下同じ。）を提出していて未

だその受理票を受け取っていない場合の包括許可

用チェックリスト又は企業概要・自己管理チェッ

クリストの写しの１枚目の欄外にその旨記載する

際（包括許可運用Ⅰの１（２）（ニ）③、⑥、Ⅱ

の２（２）（ハ）③、⑥及びⅢの３（２）（ハ）

③、⑥によるもの）の記載要領 

すでに提出した包括許可用チェックリスト又は

企業概要・自己管理チェックリストの写しの１

枚目の下部欄外に「チェックリストは○年○月

○日提出済み」と記載してください。 

なお、その記載がされた１枚目のみの提出で足 

ります。 

（６）包括輸出許可証分割申請理由書（包括許可運用  

  様式ｃ） 

 ①【一般包括輸出許可証・特定包括輸出許可証・ 

  特別返品等包括輸出許可証】の欄 

   該当する許可証が判別できるよう不要部分を 

  取消線で消してください。 

 ②「分割を必要とする理由」の欄 

    「通関場所が複数（○○税関、△△税関・・） 

  にわたるため。」等簡潔に記載してください。 

   なお、分割については、一回の申請につき30     

  枚程度までとなるようご協力ください。 

 

（７）特定包括輸出許可申請書及び特定包括役務取引 

  許可申請書（包括許可要領 様式第３、同様式第 

  ４） 

   ①「申請者記名押印又は署名」の欄 

    申請者が法人であるときは、記名押印又は署名   

   の欄には組織の代表者の記載も必要です。 

   ②「取引の内容」の「買主」又は「取引の相手   

    方」の欄 

 契約書に記載されている買主又は取引の相手  

方の名称・住所を記載してください。 

 なお、買主と支払人がそれぞれ異なる場合は、 

同欄に当該支払人を併記してください。 

    同一の特定包括輸出許可申請書により複数の買   

   主について申請する場合又は同一の特定包括役務 

      取引許可申請書により複数の取引の相手方につい 

      て申請する場合には申請書別紙を用い、申請書に 

      のり付けにより添付してください。 

   ③ 「取引の内容」の「荷受人」の欄 

  契約書に記載されている荷受人の名称・住所

を記載してください。 

   ただし、これらを契約書で確認できない場合 

  は、実際の荷受けを行う者の名称・住所を記載 

  してください。 

    なお、買主と同一である場合には、「買主と  

  同じ」と記載してください。住所欄も同様に記 

  載してください。 

  荷受人が複数の場合は、「荷受人又は需要者

が複数の場合」の欄に併記してください。 

   ④ 「取引の内容」の「需要者」又は「利用する  

    者」の欄 

 i)「需要者」の場合 

     貨物を費消し、又は加工する者であって、契 

    約書に記載されている名称・住所を記載してく  

    ださい。ただし、これらを契約書で確認できな 

    い場合は、実際の貨物の使用者であって貨物の 

    管理責任を負えるものの名称・住所（通常は本 

    社）を記載してください。 

  需要者が複数の場合は、「荷受人又は需要者 

が複数の場合」の欄に併記してください。 

  なお、輸出時点から全く形状、性質が変更さ

れたものを費消し、又は加工する者は、ここで

いう需要者には該当しません。 

ii)「利用する者」の場合 

  契約の相手方から技術を利用する者に技術  

 が提供される場合には、提供される技術を利  

 用する者の氏名又は名称を記載してください。 

  利用する者が複数の場合は、「利用する者

が複数の場合」の欄に併記してください。 

   ⑤ 「取引の内容」の「仕向地」の欄 

 需要者又は利用する者のある国を記載してく

ださい。 

   ⑥ 「取引の内容」の「特定包括輸出許可申請に 

         係る貨物の範囲」又は「特定包括役務取引許 

         可申請に係る役務取引の内容」の欄 



    輸出に係る貨物にあっては、特定包括輸出許可 

   を受けようとする貨物の該当する輸出貿易管理令 

   （以下「輸出令」という。）別表第１の項の番号 

   及び中欄の括弧の番号並びに輸出貿易管理令別表   

   第１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は 

   技術を定める省令（以下「貨物等省令」という。  

   ）の該当規定をすべて記載してください。また、 

   特定包括輸出許可対象外の範囲も記載してくださ 

   い。 

 役務取引にあっては、特定包括役務取引許可を

受けようとする技術の該当する外国為替令（以下

「外為令」という。）別表の項の番号及び中欄の

括弧の番号並びに貨物等省令の該当規定をすべて

記載する。また、特定包括役務取引許可対象外の

範囲も記載してください。 

 

（８）特定包括許可申請明細書（包括許可運用 様式 

  ｇ） 

①「事業内容」の欄 

 申請者の主要な事業内容について簡潔に記載し

てください。 

②「主要取扱品目」の欄 

 申請者が製造・販売する主要な製品又は商品の

総称を記載してください。 

③「資本金」の欄 

 資本金（申請者が法人であるときは払込資本の

額）を記載してください。 

④「輸出管理部門」の欄 

  申請者の組織内における輸出審査を統括する全

社的管理部門の名称を記載してください。なお、

委員会組織により輸出管理を行っている場合は、

委員会名にあわせて委員会の事務局の部署名につ

いても記載してください。 

⑤「輸出管理社内規程受理年月日」及び「受理番

号」の欄 

 輸出管理社内規程を届け出て、安全保障貿易検

査官室から受けた受理票（（４）の受理票をいう。

複数の受理票を受けている場合は、最新のもの。）

に記載されている受理日及び受理番号を記載して

ください。 

⑥「提出書類確認表」の欄 

 申請に際し、特定包括許可申請明細書以外の提

出書類の名称及び通数をすべて記載してください。 

 また、１については、「輸出」と「役務取引」

のうち、該当しない方を取消線で消してください。 

 

（９）継続的な取引実績又は見込みを示す書類 

次の事項を記載してください。 

① 取引の実績又は見込みの対象期間 

② 買主又は取引の相手方の氏名及びその住所 

③ 仕向地及び経由地又は役務提供地 

④ 取得輸出許可（見込みを含む。）の内容（荷 

 受人及び需要者別の輸出許可番号（実績の場 

 合）、商品名、輸出令別表第１の項の番号及び 

 中欄の括弧の番号並びに金額）及び荷受人別の 

 輸出通関実績（通関日、通関場所及び金額） 

 （見込みを含む。） 

  取得役務取引許可（見込みを含む。）の内容  

 （利用する者別の役務取引許可番号（実績の場 

 合）、外為令別表の項の番号及び中欄の括弧 

 の番号並びに金額）及び利用する者別の提供日  

 及び利用する者別の役務取引許可に係る取引件 

 数（見込みを含む。） 

 

（１０）一般包括許可及び特定包括許可に係る届出

書  

  （包括許可要領 様式第９） 

① 提出者・担当者の欄 

  提出者が法人であるときは、記名押印又は署 

 名の欄には組織の代表者の記載も必要です。 

 なお、担当者欄には、担当者の氏名、所属、

電話番号を記載してください。 

② 包括許可番号・許可年月日・輸出又は取引予 

 定日 

 取得している包括許可証記載の許可番号及び

許可年月日を記載してください。 

  当該貨物の輸出予定日又は当該役務の取引予 

 定日を記載してください。 

③ 貨物名又は技術名の欄 

 貨物又は技術が複数ある場合は、代表的な貨

物又は技術の名称を特記し、「詳細は、参考１

を参照」と記載してください。 

  技術の場合は、提供される技術の設計、製造 

 又は使用の別を記載してください。 



  ④ メーカー名又は提供者名の欄 

  当該貨物のメーカー名又は技術の提供者名を 

 個々の判定対象物ごとに記載してください。 

⑤ 貨物の輸送ルートの欄 

 経由地（積替地、寄港地）のすべての都市名

を記載してください。貨物が複数にわたる場合

であって、これらの輸送経路が異なるときは、

同一経路で輸送される貨物ごとにそれぞれ記載

してください。 

  なお、使用輸送手段（航空機、鉄道、船等） 

 について判明している場合は、これも記載する 

 こととし、便名等明らかな場合は、それを併記 

 してください。 

  最終仕向地及び通関地については、貨物の最 

 終仕向地（国名）又は技術の提供相手国名を記 

 載してください。 

⑥ 需要者等の名称、所在地概略並びに３－１又 

 は３－２で記載した貨物の設置（使用）又は技 

 術を提供する予定工場等の名称及び住所地の欄 

 需要者等の概略については、事業内容、従業

員数の他、需要者等の組織（例えば、政府資本

比率、日本資本比率）、規模（例えば、資本金、

年間売上高、年間生産高）等について簡潔に記

載してください。 

⑦ 需要等の概要の欄 

 貨物又は技術ごとに具体的に記載してくださ

い。また、設計又は製造に係る技術を提供する

場合は、製造した貨物の需要、需要者等につい

ても詳細に記載してください。 

⑧ 届出項目 

  「疑い」等の内容を具体的に記載してくださ 

  い。 

   別添として届け出る事項に関する文書（疑 

  いがある情報が記載されている箇所）等を添 

  付してください。なお、連絡を受けた場合は、 

  別紙に包括許可要領様式第９の別添様式に示 

  す必要事項を記載の上添付してください。 

（１１）旧一般包括許可の有効期限繰り上げのために    

   発生する輸出内容等変更願（包括許可要領附則

第６項の適用を受ける場合）の記載要領 

① 原許可、原承認の内容」欄 

有効期限を記載してください。 

②「訂正（変更）の内容」欄 

「有効期限の繰り上げ」と記載してください。 

③「理由」欄 

「包括許可取扱要領附則第６項の適用を受ける

ため」と記載してください。（参考記載例を参

照してください） 

   

  ２ 実績の報告 

（１） 一般包括許可（包括許可要領 様式第10、

様式第11） 

一般包括許可を受けた者は、輸出令別表第３に

掲げる地域を仕向地として輸出を行った貨物が、

その他の軍事用途に用いられる場合もしくは用い

られる疑いがある場合の輸出又は輸出令別表第３

に掲げる地域を提供地として提供を行った技術

が、その他の軍事用途に利用される疑いがある場

合の取引について、輸出又は取引を行った月ごと

に、当該月の末締めの輸出又は取引の実績を翌月

末日までに経済産業省貿易経済協力局安全保障貿

易審査課（以下、「安全保障貿易審査課」とい

う。）に提出しなければなりません。 

   ただし、同一の契約に係る輸出又は取引が複数

月に渡る場合は最初の輸出日又は取引を行った日

を基準にまとめて提出して下さい。その場合、当

該契約に関し、報告時点で実際に行われていない

輸出又は取引がある場合は、契約に基づく見込み

を記載してください。 

  （２）特定包括許可（包括許可要領 様式第12） 

 特定包括許可を受けた者は、許可案件による毎

年の輸出又は取引の実績の報告を翌年１月末日ま

でに経済産業省貿易経済協力局安全保障貿易審査

課に提出しなければなりません。 

 報告の内容は、仕向地又は提供地別に、特定包

括輸出許可にあっては当該許可に係る輸出令別表

第１の２の項、３の項、３の２の項、４の項及び

５から14までの項の中欄の括弧の番号別の貨物の

輸出の通関回数及び合計金額（ＵＳ＄）、特定包

括役務取引許可にあっては当該許可に係る外為令

別表の２の項、３の項、４の項及び５から14まで

の項の中欄の括弧の番号別の技術の提供の回数

（契約数）及び合計金額（ＵＳ＄）です。 

 また、無償で輸出される許可対象貨物にあって



は、輸出申告書の「申告価格（Ｆ.Ｏ.Ｂ）」の欄

に記載した当該貨物の金額を輸出時における換算

率（毎月貿易局が公表する「輸出及び輸入関係書

類に記載すべきアメリカ合衆国通貨への換算率に

ついて」を使用）によりアメリカ合衆国通貨に換

算して算入してください。 

 なお、一回で複数の貨物の輸出又は技術の提供

を行う場合において、貨物又は技術が輸出令又は

外為令の複数の項の中欄の括弧の番号にわたり、

かつ、金額内訳が明らかでないときは、金額の大

きい方の貨物又は技術の欄（金額が同額の場合は

項番号・括弧番号の小さい方の欄）に記載してく

ださい。 

 更に、一回で複数の貨物の輸出又は技術の提供

を行う場合において、輸出令別表第１又は外為令

別表に該当するものと該当しないものが含まれ、

かつ、該当するものと該当しないものの金額内訳

が明らかでないときは、該当しないものも含む価

額として結構です。 

 更新時の利用実績を示す書類については、上記

の年間の実績報告に更新申請時点までの利用実績

を加えたものでも結構です。 

 

（３）特別返品等包括許可（包括許可要領 様式第13、 

   同様式第14） 

特別返品等包括許可を受けた者は、許可案件に 

   よる実績の報告を安全保障貿易審査課に提出しな 

   ければなりません。 

  実績の無い場合にも報告してください。 

 なお、報告の対象となる期間については、以下

のとおりとなります。 

（例） 

 平成17年８月10日に許可が有効となった場合に

は、第１回の報告は平成17年８月10日から平成17

年11月９日までの実績を平成17年12月末日までに

報告します。 

 その後も、３か月毎に同様にまとめて、計８回

報告します。 

 

３  一般包括許可の処理期間 

   

 一般包括許可の申請の場合、チェックリストの受

理票（１（５）の受理票をいう。）が許可申請書に

添付されているものであれば、問題がなければ１週

間程度以内での許可証の発行が目安です。 

 ただし、場合によっては、提出書類の内容の確認

のため提出者に対する問い合わせを行うことがあり

ます。申請者の回答に要する期間が許可証の発行処

理期間に含まれるため、上記期間による発行を保証

するものではありません。 

 

４  包括許可の申請書の印刷販売 

  

  一般包括許可、特定包括許可及び特別返品等包括  

 許可の申請書を販売のため印刷しようとするときは、   

 輸出関係書類等の印刷販売について（平成２年３月    

 12日付け２貿局第87号）に従い、安全保障貿易審査 

 課に届出を行い、その確認を得る必要があります。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

 この通達は、平成２１年４月１日から施行する。但し、

「２ 実績の報告」に係る改正については、平成２０年

１０月１日から施行する。 



別紙様式                  

Ｔ１０８２         

（参考記載例） 

輸 出 内 容 等 訂 正 （変 更） 願 

経 済 産 業 大 臣 
                 殿 
      税関長 

 

 原許可又は承認番号 ○○○○○○○○○○ 

       
 

申 請 者 

   記名押印                   
      又は署名    ○○○○○○○○           申請年月日○○年△△月××日          

      住  所    ○○○○○○○○           電話番号 ○○○○               

     輸出許可証  
 次の               の訂正又は変更を申請します。 
        輸出承認証 

 

 原許可、原承認の内容 

 有効期限 ○○○○年△△月××日 

 訂正（変更）の内容 

（有効期限を、一般包括輸出許可が有 

 効となる日の前日の日付に変更） 

理 由 包括許可取扱要領附則第６項の適用を受けるため               

                                         

                                         

                                         

                                                                                                                                                  

※ 許可・承認又は不許可・不承認 

 

この申請は 

 許可する。  

 許可しない。 

 承認する。 

 承認しない。 

                                      経済産業大臣又は税関長の記名押印 

                                          日  付                                     

                                          資  格                                       

                                          記名押印                                      

  注(1) ※印の欄は、記入しないで下さい。 

      (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。         


